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研究要旨 本研究の目的は、全国の認知症ケアチーム・緩和ケアチームによ
る認知症高齢者への評価・対応を学習モデルとした人工知能を開発し、有効
性の検証された教育プログラムと安全な運用プログラムとあわせて検証・実
装することにより、病院を中心とする看護・介護の現場での認知機能の低下
やせん妄の予防・早期発見、行動心理症状への適切な対応方法を確立する点
にある。上記目標を達成するために、本年度は急性期医療における認知症対
応の実態把握をすすめながら、AIシステムの応用可能性、臨床介入の効果検
証を行った。その結果、急性期医療において入院中の ADL 低下を防ぐための
介入の必要性を明らかにした。今後、AI システムを用いたせん妄の発症予測
システムの開発を進める予定である。 
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A．研究目的 
 本研究の目的は、全国の認知症ケアチーム・
緩和ケアチームによる認知症高齢者への評
価・対応を学習モデルとした人工知能を開発
し、有効性の検証された教育プログラムと安
全な運用プログラムとあわせて検証・実装す
ることにより、病院を中心とする看護・介護
の現場での認知機能の低下やせん妄の予防・
早期発見、行動心理症状への適切な対応方法
を確立する点にある。 
 認知症高齢者の多くは、身体的問題を持ち
つつ過ごしている。そのため、認知機能の低
下や行動心理症状の評価・対応を行う上で、
身体疾患やせん妄、痛み等の身体的苦痛、薬
剤を含めた評価が必要である。しかし、包括
的な評価と判断は臨床経験に基づく個別判断
が中心で、手法が確立していない現状がある。
後期高齢者の増加を迎え、認知症高齢者の行
動的な変化と共に、身体的な治療や身体症状
の変化をとらえ、精神症状や薬物とあわせて
評価判断する専門的知識と臨床経験の普及が
緊急の課題である。 
わが国では、新オレンジプランにおいて、認
知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護
等の提供（循環型の仕組み）体制の構築を目
標に掲げ認知症ケアチームの設置を進めてい
る。しかし、人材・医療経済的な面で対応に限
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界がある。 
 
 
B．研究方法 
1. 認知症ケアチーム・病棟看護師に対する

AI 支援システムの開発 
深層学習教師データの収集を目指した認知

症ケアチーム症例レジストリの構築 認知症
の人の一般診療場面における身体症状・精神
症状評価とそれに対応した介入・支援とその
結果を包括的に収集し、機械学習に向けた症
例レジストリを構築する。具体的には、認知
機能低下、せん妄の予防・早期発見と対応、行
動心理症状の対応を主たる標的とする。 
 認知症ケアチームを経験する専門医、老年
看護・精神看護の専門家、介護専門職、AI技
術開発チームによるパネルを作り、わが国の
急性期医療における認知症対応の実態把握を
行う。 
 特にせん妄・BPSD に関しては実態把握と併
せて、AI 視線システムの開発を行う。 
 AI 開発は、AI機器開発の臨床研究の実績の
ある国立がん研究センター東病院 NEXT 臨床
研究推進チームの協力を得る。 
 
2. AI システム支援を導入した一般病棟での

認知症対応プログラムの試行 
AI 支援システムと、教育プログラムを連携

させ、効果的なケアを実践するための運用プ
ログラムを開発しその有効性を検討する。 
多職種による教育プログラムの効果検証 

 すでに開発済みである多職種教育プログラ
ムの効果検証を行う。同時に教育後の実装過
程を質的に評価し、運用上の課題を抽出し、
AI 支援システムの課題設計に反映させる。 
 
 
（倫理面への配慮） 
本研究のプロトコールは、倫理審査委員会の
審査を受け、研究内容の妥当性、人権および
利益の保護の取り扱い、対策、措置方法につ
いて承認を受けることとする。インフォーム
ド・コンセントには十分に配慮し、参加もし
くは不参加による不利益は生じないことや研
究への参加は自由意思に基づくこと、参加の
意思はいつでも撤回可能であること、プライ
バシーを含む情報は厳重に保護されることを
明記し、書面を用いて協力者に説明し、書面
にて同意を得る。 
本研究では、認知機能障害のある患者も対象

としており、研究参加のインフォームド・コ
ンセントに際して十分な同意能力がない場面
が生じ得る可能性がある。しかし、これらの
患者を本研究から除外することは、認知機能
障害をもたない患者のみの登録となるなど偏
りが生じ、臨床に沿った意義や検討が難しく
なる。一方、本研究における介入は通常診療
ですでに提供されており、予測される有害事
象として身体的問題が生じる可能性はないと
考えられる。 
以上の理由により、本研究に対する患者の理
解が不十分と研究者が判断した時は、その場
合、「人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針」に則り、代諾者から同意を得て実施す
る。代諾者からインフォームド・コンセント
を受けた場合であっても、調査期間中に本人
に説明する機会を持ち、インフォームド･コン
セントならびにアセントを得るよう努める。 
 
 
C．研究結果 
1. 認知症ケアチーム・病棟看護師に対する

AI 支援システムの開発 
 認知症の人の一般診療場面におけるせん
妄・BPSD の予防・早期発見と対応を主たる標
的とした AI 支援システムの検討を進め、①入
院時の状況からせん妄の発症を予測するモデ
ル、②入院中の診療データからせん妄の発症
を予測するモデルの 2 つを候補に挙げた。せ
ん妄アセスメントシートと DPC データを用い
た 教 師 用 デ ー タ 40000 件 を 用 い て 、
Explanatory Data Analysis によりデータを
可視化してパターン解析を行い、ランダムフ
ォレスト、決定木、XGBoost、RNN のモデルご
とに AUC を検討する計画を立案した。IRB の
承認を得て、データ抽出を開始した。 
 支援技術に関する医療従事者と当事者・家
族の認識の比較に関しては、オランダ Leiden 
University Medical Center の CONT-END 研究
と協働体制を組むこととし、6 カ国の国際比
較を行う計画を立案した。 
 臨床実態の把握に関しては、72 施設の予備
解析から 308 施設に拡大して解析を行った。
身体拘束は認知症ケア加算が算定されている
患者の 17%で全入院期間にわたり実施されて
いた。身体拘束を一時的にでも実施した省令
は退院時に ADL が低下している割合が有意に
高かった。在院日数に関しては、全入院期間
拘束されている症例と拘束していない症例で
日数が等しく、状態が悪くても退院に至って
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いる懸念が明らかになった。 
 
2. AI システム支援を導入した一般病棟での
認知症対応プログラムの試行 
2 施設 5 病棟での教育プログラムの実施可

能性の検討を行った。計 168 名に対して 3 時
間の教育プログラムを施行したところ、受講
3 ヶ月後において受講前と比較して有意に知
識の増加と自信の増加を認めた。自信の変化
は、20 歳代、30歳代が有意に大きく、経験年
数の浅いスタッフに対してより強い介入効果
が認められた。 
 
 
D．考察 
 本年度は、わが国の急性医療における認知
症対応の実態把握を DPC データからすすめる
のとあわせて、現状把握の方向性を専門家パ
ネルで検討した。DPC データより、認知症を有
する患者は、認知症を有しない患者と比較し
て、退院時 ADL が有意に低いこと、その背景
に身体拘束も一因であることが明らかとなり、
急性期医療において ADL の低下を防ぐための
介入を開発する必要性が高いことが示唆され
た。 
 あわせて、認知症と併発することの多いせ
ん妄に対する介入を進展させるために、AIシ
ステムを用いたせん妄発症予測が可能かどう
かの検討を開始した。 
 AI システムを含めて、最終的には教育をあ
わせた臨床介入により診療の質の向上を図る
必要がある。わが国においては認知症ケアに
関する教育効果で確立したものがなかった。
しかし、われわれの開発した行動科学の手法
を用いた教育プログラムは、3 時間の短時間
介入ながら、3 ヶ月後にも有意な知識の増加
と自信の増加を認めた。今後、アウトカムへ
の影響についても検討を進める予定である。 
 
 
E．結論 
本年度は急性期医療における認知症対応の

実態把握をすすめながら、AI システムの応用
可能性、臨床介入の効果検証を行った。その
結果、急性期医療において入院中の ADL 低下
を防ぐための介入の必要性を明らかにした。
今後、AIシステムを用いたせん妄の発症予測
システムの開発を進め、臨床介入に組み込み、
効果検証を進める予定である。 
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知症.医学書院.総合診療.2019.29（12）
1477-1481. 

1. 廣岡佳代, 中西三春,深堀浩樹,他．認知
症の有無ががん患者の看取りの質に与え
る影響. Palliative Care Research. 
2019;14(Suppl.):S432. 

2. 渡会紘子,深堀浩樹,中西三春,他. 認知
症患者における Good Death の在り方に
関する認知症患者、家族、医師、看護師、
介護職に対するインタビュー調査の内容
分 析 . Palliative Care Research. 
2019;14(Suppl.):S433. 

 
 
学会発表 
1. 菅野雄介、榎戸正則、岩田有正、桑原芳

子、前川智子、田中久美、木野美和子、
内村泰子、小川朝生, 認知症機能が低下
した高齢がん患者の看護ケアに対する知
識・自信尺度の開発と妥当性の検証. 第
24 回日本緩和医療学会学術大会（ポスタ
ー）; 2019/6/21; パシフィコ横浜. 

2. 小川朝生,  予防方略の実効性を高める
発症予測：せん妄のリスク因子から. 第
115 回日本精神神経学会学術総会（シン
ポジウム）; 2019/6/22; 新潟市. 

3. 小川朝生, がんにおける意思決定支援. 
第 115 回日本精神神経学会学術総会（シ
ンポジウム）; 2019/6/20; 新潟市. 

4. 小川朝生, コンサルテーション活動を振
り返る. 第 24 回日本緩和医療学会学術
大会（シンポジウム）; 2019/6/21; パシ
フィコ横浜. 

5. 小川朝生, サイコオンコロジー、アドバ
ンス・ケア・プランニング. 第 17 回日本
臨床腫瘍学会学術集会（教育講演）; 
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2019/7/18; 国立京都国際会館. 
6. 榎戸正則、近藤享子、武井宣之、藤澤大

介、小川朝生,新たに進行肺がんと診断さ
れた高齢がん患者の治療同意能力及びそ
の関連因子の評価. 第 24 回日本緩和医
療学会学術大会（ポスター）; 2019/6/21; 
パシフィコ横浜. 

7. 關本翌子、小川朝生、前川智子、小林直
子、葉清隆、武藤正美、坂本はと恵、遠
矢和希,がん専門病院における倫理コン
サルテーションチームの立ち上げ. 日本
臨床倫理学会第 7 回年次大会（ポスタ
ー）; 2019/3/30,31; 東京都医師会館（東
京都千代田区）. 

8. 菅澤勝幸、白石あかり、國岡りんご、北
澤和香奈、前川智子、小林直子、關本翌
子、中島裕理、塚田祐一郎、小川朝生、
坂本はと恵、遠矢和希, 倫理コンサルテ
ーションチームと協働の示唆. 日本臨床
倫理学会第 7 回年次大会（ポスター）; 
2019/3/30,31; 東京都医師会館（東京都
千代田区）. 

9. 松田能宣、前田一石、森田達也、所昭宏、
岩瀬哲、小川朝生、吉内一浩せん妄に対
して薬物治療を受けたがん患者における
主治医の予後予測とせん妄改善との関連
の検討：Phase-R せん妄研究副次解析. 
第 32 回日本サイコオンコロジー学会総
会（ポスター）; 2019/10/11; タワーホ
ール船堀（江戸川区）. 

10. 小川朝生, 65 歳以上が 3000 万人を超え
る超高齢社会でがん患者にどのように対
応するべきか？. 第 30 回日本医学会総
会 2019 中部（口演）; 2019/4/29; 名
古屋国際会議場. 

11. 小川朝生, 意思決定能力評価 最近の流
れ. 第 32 回日本サイコオンコロジー学
会総会（シンポジウム）; 2019/10/11; タ
ワーホール船堀（江戸川区）. 

12. 小川朝生, 認知症の人の症状マネジメン
トと意思決定支援. 第 43 回日本死の臨
床研究会年次大会（シンポジウム）; 
2019/11/3; 神戸国際展示場. 

13. 奥山徹、吉内一浩、小川朝生、岩瀬哲、
横道直佑、坂下明大、田上恵太、上村恵
一、中原理佳、明智龍男, 日常臨床で行
われている進行がん患者の低活動型せん
妄に対する薬物療法は有用でない. 第
32 回日本サイコオンコロジー学会総会
（ポスター）; 2019/10/11; タワーホー

ル船堀（江戸川区）. 
14. 水野 篤, 平井啓，佐々木周作, 大竹文

雄： 乳がん検診受診行動におけるフレ
ーミング効果の検討−インターネットラ
ンダム化比較試験の結果の考察. 行動
経済学第 13 回大会, 2019.11.9 愛知 

15. 大塚 侑希, 平井啓, 福森 崇貴, 八木麻
美, 上田豊, 大竹文雄：若年女性におけ
る子宮頸がん検診受診の関連要因に関す
る検討.第 32回日本サイコオンコロジー
学会総会, 2019.10.11 東京 

16. 平井啓, 足立浩祥, 原田恵理, 藤野遼
平, 小林清香, 谷向仁, 立石清一郎:両
立支援において復職後のパフォーマンス
に影響を与える要因について～抑うつ状
態並びに脳疲労状態の観点から～.第 26
回日本行動医学会学術総会,2019.12.7 
東京 

17. 小林清香, 平井啓, 谷向 仁, 小川 朝
生, 原田 恵理, 藤野 遼平, 立石 清一
郎, 足立 浩祥: 身体疾患患者の復職に
おける適応状態の特徴に関する研究: 脳
疲労状態は身体疾患に伴う休職後の職場
適応と関連する身体疾患治療からの復職
後に生じる職場不適応に関する研究.第
32 回総合病院精神医学会, 2019.11.15  
岡山 

18. 平井啓：医療現場の意思決定はなぜ不合
理になるのか:行動経済学から意思決定
支援を考える.第 43回日本臨床研究会年
次大会,2019.11.4 兵庫 

19. 平井啓：医療現場の行動経済学：患者と
医療者のすれ違いのサイエンス.日本医
療・病院管理学会.日本医療・病院管理
学会（日本医学会分科会）,2019.11.3 
新潟 

20. 平井啓：行動経済学の観点からみた意思
決定支援.日本循環器看護学
会,2019.11.3 東京 

21. 平井啓:がん医療における行動経済学的
意思決定支援の方法．NPO 婦人科腫瘍の
緩和医療を考える会第 8回総会・学術集
会，2019.10.12 兵庫 

22. 平井啓：急性・慢性心不全診療における
意思決定と行動変容−行動経済学的アプ
ローチの可能性−. 第 23 回 日本心不全
学会学術集会, 2019.10.5 広島 

23. 平井啓, 原田恵理, 藤野遼平, 足立浩
祥:高ストレス状態の測定ツールとして
の認知機能アセスメント尺度の開発.日
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本心理学会第 83回大会,2019.9.13 大
阪 

24. 山村麻予・平井啓・村中直人・上木誠
吾・原田恵理・藤野遼平：成人期におけ
る生活・業務の認知行動特性尺度の開
発，日本発達心理学会第 31 回大会，
2020.3.2.大阪 

25. 谷向 仁. 認知症を併存するがん患者へ
の対応. 第 30 回日本医学会総会 , 
2019.4.29. 

26. 谷向 仁.一般病院における認知症併存
者への対応の課題 ～透析医療での課題
を含めて. 和歌山腎不全看護研究会, 
2019.5.12. 

3． 榎戸 正則、谷向 仁、井上真一郎、上村
恵一、植田 真司、田中 久美、木野美和
子、東谷敬介、小川朝生. 一般病院にお
ける看護師を対象とした認知症対応の教
育プログラムの効果検証. 第 32 回日本
総合病院精神医学会総会. 2019.11.15. 

27. 上村恵一. がんに罹患した精神疾患患者
の治療選択について.第 32 回日本総合病
院精神医学会総会.  2019.11.15 

28. 菊地 未紗子、上村恵一.  精神疾患のあ
る患者に対する院内連携～精神科医の立
場から～, 第 22 回日本腎不全看護学会
学術集会シンポジウム. 2019.11.10. 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
1．特許取得 
なし。 
2．実用新案登録 

 なし。 
3．その他 

 特記すべきことなし。 
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